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	我が国における急速な少子化の進行は、２１世紀の国民生活に深刻かつ多大な影響を及ぼすものであり、次世代育成支援対策推進法の趣旨を踏まえ、次代の社会を担う子どもたちが健やかに生まれ、育成される環境の整備に国、地方公共団体及び企業等が一体となって対策を進めていくことが喫緊の課題となっています。
	地方独立行政法人大牟田市立病院では、全ての職員が、職業人としてその能力を十分に発揮し、生き生きと意欲的に職務に取り組むとともに、家庭や地域社会における生活も重視する個人として、子育てや介護、家事などの家庭責任を果たすことができるよう、仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）を確保できる職場づくりに取り組んでいます。
	今回の一般事業主行動計画である「次世代育成支援対策行動計画」（以下「行動計画」）は、これまでの「行動計画」の期間が平成２２年４月から平成２７年３月までの５年間であり、次世代育成支援対策推進法の有効期限が平成３７年３月３１日まで１０年間延長されたことに伴い、次世代育成支援対策の取組みを更に充実していくために第２期行動計画として策定したものです。
	２  行動計画の期間
	３  推進体制
	次代の社会を担う子どもたちが心豊かに育つ環境整備を支援するため、子どもが参加するスポーツ・文化活動や子育てに関する地域活動等に積極的に参加するとともに、次の目標を設定し、取組みを進めます。

